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1. はじめに

地方創生活動が各地で盛んに行われている．地域の多様な特
色を活かした多様な活動が多様な人々によって共創的に行われ
ることで極めて多様な知が生まれている．しかし，個々の事例
で生まれた価値のある知は，必ずしも地域間で効果的に共有さ
れているとは言えない．そこで，個別の知を集積することで，
さらに創造的な集合的知性（Collective Intelligence）が得ら
れることが期待できる．
本研究では，人工知能学会において第２種研究会として市

民共創知研究会を立ち上げ，人的支援，場づくり支援，情報
システム支援など，地域に対して共創知を創生し Collective

Intelligenceを実現するための複合的な支援体制を整えている
[7]．本稿では，これまでの取り組みの経過と今後の構想につ
いて述べる．
本稿は，第２章で地域創生とソーシャルメディアの概要や本

論文の観点からの類型を述べる．第３章では提案するソーシャ
ルメディアを用いた地域創生活動としての市民の共創支援の方
法と構想について提案する．第４章では本構想に基づいて行っ
た第１回市民共創知研究会の概要について述べる．

2. 地方創生とソーシャルメディア

世界各国で少子化や高齢化に関する課題をもつ国は多く，地
方を活気付け，これらの課題を克服し生産性を向上させること
は，社会的に重要かつ喫緊の課題として注目されている．地方
創生に繋がる活動は様々なレベルで様々な立場の人々が行なっ
ている．ここでは，地方創生に関する活動の中でも，現場の生
の課題を発見し，その解決方法を創造し，社会にインパクトを
与える持続可能なプロジェクトとして根付かせるような活動に
ついて注目する．
世界各国の地域において，地域創生活動は活発に行われて
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いる．例えば，デザインをテーマにした活動としては「あいち
トリエンナーレ」と呼ばれる町中をデザインの展示場とするよ
うな取り組みや，地域の自治体の施設や団体と連携し運営し，
「ふれあうように学ぶ場」を提供する遠野みらい創りカレッジ
という取り組みもある．
また一つの地域だけではなく，多数の地域を回ることで，各

地域特有の課題やその解法を突き詰めようという試みも多く
存在する．代表的なものとして，移動大学 [8, 9]は，「日本列島
を教科書に」という哲学のもとで，日本各地を回りながら各地
の現場の生の課題に触れ，課題の発掘から仮設生成そして検証
までのW型の創造プロセスを用いることで創造的な活動を行
なっている．複数の地域を探検することによって，結果として
一般化された創造技法が確立されている点は価値が高い．

Climate Colab(例えば [11, 2])は，ソーシャルメディアを用
いたクラウドファンディングによって，世界的な課題に対する
解決案を集め洗練することを行なっている．ソーシャルメディ
アを用いたコンテスト方式の解決案の集約により，参加者数を
増やし，多様性のある意見を集めることに成功している．年に
一度程度の対面式のカンファレンスを開催することで，人間同
士のネットワークをより強固にしている．ソーシャルメディア
を用いることで，大規模かつ多様性のある参加者を得ることが
できる．
地域創生活動や創造活動は極めて幅広く，多種多様な方法や

進め方がある．本稿では，創造活動の大まかな類型として，１
地域集中型，多地域移動型，及びソーシャルメディア集中型に
分類する．当然，本分類では分類できない活動も多く，むしろ
これらの長所をうまく組み合わせた方法が多く考え得る．図 1

に，１地域集中型，多地域移動型，及びソーシャルメディア集
中型の概念図を示す．

【１地域集中型】
地方創生の典型的な方法として，ある地域の課題と特徴
に基づいて，解決方法や活動自体を多様な人々によって
実現していくという活動である．地域の課題や特徴が活
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図 1: 創造活動の類型

動の前提となっており，課題をいかにとくか，特徴をい
かに活かすかに意義がある．

【多地域移動型】
「移動大学 [8]」に代表されるような実フィールド重視の
活動がある．地域を移動することによって多様な実フィー
ルドの多様な価値観や課題を発掘し，共創的に課題の解
決方法を組み立てていく点に本質的な意義がある．

【ソーシャルメディア集中型】
Climate Colab[2] や Collagree[3, 1, 6, 13, 14, 5, 4] に
代表されるように，ソーシャルメディアを通して，地球全
体を対象とした多種多様な人々のアイデアの集積を支援
し，多数の人が共有するような規模（地球規模，都市の規
模など）の課題の解決方法などについて議論する．ソー
シャルメディアを使っていることで，アイデアを遠隔地
かつ２４時間いつでも交換し議論することが可能である．

一般的な創造活動に関する課題は，以下の（１）と（２）であ
る．（１）一つの地域集中型や多数の地域巡回型において，個々
の事例は，閉じていることが多く，横のつながりが保ちにくい．
各地方で同様な活動があってもそれらが継続的に繋がること
は難しい．（２）ソーシャルメディアによる集中型については，
参加者が共有するような課題が，多くの参加者が容易に想像で
きるような気候変動などグローバルな課題になりがちである．
一方で，参加者が想像しにくいような，地域の生の課題を想定
することが難しい．

3. ソーシャルメディアによる市民共創支援

そこで本研究では，地域移動型の創造活動をソーシャルメ
ディアによってつなぎ，地域の課題やその解決に向けた活動の
内容を共有できるような仕組みとシステムによる支援を提案
する．図 2に概念図を示す．ここでは，複数の地域においてあ
らゆる立場のステークホルダーが参加，発表，及び意見を交換
し，共創的に新たなアイデアを生み出すことができるような場
と，それを各地域でソーシャルメディアによってつなぐことが
できるような仕組みを構築し実践する．ソーシャルメディアに
よって繋ぐことにより，各地域の活動における意見やアイデア
を共有することが可能になる．
ソーシャルメディアによる市民共創知支援を実現するための

具体的な要件として，以下の (a)，(b)，及び (c)の３点が重要
である：

• (a) 共創的創造の場，

• (b)継続的に誰でも参加できる学術研究会（学会／研究会），

図 2: ソーシャルメディアによる市民共創知支援

• (c) 集合知実現のためのシステム．

(a)は共創的創造の場そのものをさしており，多様な人々の多
様な価値観により今までにない互いの切磋琢磨や協調による創
造的な成果を得るための場である．このような共創的創造の場
は様々な方式による場の作り方があり得る．(b)は，(a)を継
続的かつ複数の地域で行うことを目的とし，さらには一般的に
想定される”学会”と言うよりは，地域の課題について活躍し
ている様々なステークホルダー（高校生なども含む）が発表し
参画できるような研究会を指している．(c)は (a)や (b)を支
援し促進するためのシステムである．

4. 第１回市民共創知研究会とシステム

4.1 概要
ソーシャルメディアを用いて市民共創知支援を実現するため

に，人工知能学会の第２種研究会として市民共創知研究会を立
ち上げた．第１回の市民共創知研究会は，入念にコンセプトを
練り上げた上で岩手県遠野市で，2016年 11月 25日（金）～
27（日）に開催した．
以下にスケジュールの概要を示す．１日目にフィールドワー

クと民泊，２日目は研究発表や対話会，及び３日目はコンテス
トに向けた共創対話セッションである．

2016/11/25(金) 遠野を知るためのフィールドワーク

• 遠野市立博物館での地域と歴史の調査

• 遠野伝承園での地域と歴史の調査

• 「食」「陶芸」「馬」「郷土芸能」の４つのテーマについて
調査

• 民泊

2016/11/26(土)発表と対話セッション

• オープニングトーク（名古屋工業大学　情報工学科　伊
藤孝行教授）

• ウェルカムトーク（遠野市副市長　飛内雅之様）

• チェックイン

• 場作り+流れ・ルールの説明

• 発表・対話セッション 1（8発表）
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• 子ども語り部鑑賞

• 発表・対話セッション 2（6発表）

• 発表・対話セッション 3（8発表）

• 発表・対話セッション 4（5-6発表）

2016/11/27(日)共創対話セッション

• チェックイン

• コンテスト説明

• 共創対話セッション・共創テーマ発表

• 表彰式

• みらいらぼシステムの説明

上記の「チェックイン」は，場に参加した全員が今の心情や
感想をありのままに皆に述べることにより，アイスブレークを
すると共に，お互いの心情や感想を共有するためのセッション
である．
研究会の詳細は，第１回市民共創知研究会ホームペー

ジ（http://www.itolab.nitech.ac.jp/SIG-CCI/confs/sig-

cci1.html）を参照いただきたい．遠野市の共催のもと，NPO

による協力も得た．参加者のアンケートからは，極めて有意
義であったことが分かった．詳細な分析は別の機会に譲る．
図 3に研究会の様子を示す．

図 3: 第１回市民共創知研究会の様子

4.2 プロジェクト支援システム「みらいらぼ」
３日目の共創対話セッションから共創されたいくつかプロ

ジェクトを共有かつ促進するためのシステムとして「みらいら
ぼ」[12]を開発し公開している．図 4に UIを示す．
みらいらぼはWebアプリケーションであり誰でも利用する

ことができる.本システムは主にテーマ画面とプロジェクト画
面の 2つの画面に分かれる.本システムのテーマ画面を図 4に
示す.テーマ画面では，実行されているプロジェクトの一覧を
確認することや新しいプロジェクトを作成することが可能であ
る.各プロジェクトはサムネイル型で配置されており，それぞ
れが各テーマの議論画面へのリンクとなっている.ユーザは興
味のあるプロジェクトを選択する ことで，各プロジェクトの
詳細画面であるプロジェクト画面に遷移する.

図 4: 共創プロジェクト共有システム「みらいラボ」

本システムのプロジェクト画面を図 5に示す.プロジェクト
画面の左側がプロジェクトの詳細，右側がプロジェクトに関す
るコメント画面である.プロジェクト画面では，ユーザはプロ
ジェクトの詳細を確認，応援，参加およびコメントすることが
できる．応援やコメント行うことによってプロジェクトを促進
させる.プロジェクトのオーナーはプロジェクトの編集とプロ
ジェクトの具体化を行うことが可能である. プロジェクトの具
体化とは，フォームに沿ってプロジェクトについての入力を行
うことによって，プロジェクトの詳細を構造化された情報とし
て表現することである．
本システムのプロジェクトの入力項目は地域共創活動を支

援・促進するコンタクティビティ[10]のモデルのテーマを具体
化する方法を参考にした [12].具体的にはプロジェクトオーナ
の思い，プロジェクトを始める前の自プロジェクトの姿のイ
メージの記述，プロジェクトを達成した自プロジェクトの姿の
イメージの入力を行う.

4.3 プロジェクト支援機構
本システムは各々のプロジェクトを多様な人たちの集合知の

力を用いて支援する.支援する方法としてオンライン上と学会
などのリアルな空間と本システムを合わせた支援を行う.

【 プロジェクトサポート機能】本システム上で参加者 がプロ
ジェクトに対して応援，プロジェクトへの参加， および
コメントを行うことで，プロジェクトオーナの モチベー
ションを維持することや問題を解決すること が可能であ
る.また，本システム上には様々なプロジェ クトが登録
されることによって，プロジェクトのオー ナは他のプロ
ジェクトを参考にすることができる.他 のプロジェクト
を閲覧できることで，プロジェクトの 達成のための方法
を取り入れることができる.プロジェ クトの参考が繰り
返されることで，各プロジェクトは 洗練される.

【 SNS との連携機能】本システムと連携した LINE∗1 と
Facebook∗2 といった SNS があり，オーナが本システム
上でプロジェクトの具体化やコメントを行うことで，SNS

にもプロジェクトの活動が反映される.SNS との連携 に

∗1 LINE は，LINE 株式会社の登録商標です
∗2 Facebook は，フェイスブック・インコーポレイテッドの登録商
標です
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図 5: プロジェクト画面

よって，プロジェクトの活動はより多くの人たちに 閲覧
され，プロジェクトの応援者や賛同者を増やすこ とがで
きる.

【 議論機能】本システム上で参加者とプロジェクトの オー
ナが互いに議論をすることが可能である.意見を 収集す
るだけでなく，参加者と議論をすることにより 共創を行
うことができる．

5. まとめ

本稿では，地方創生のための地域活性化活動とそれを支援
するための情報システムによる新しい創造活動の構想について
論じた．我々は，市民共創知研究会を立ち上げ，人的支援，場
づくり支援，情報システム支援など，地域に対して共創知を創
生し Collective Intelligenceを実現するための複合的な支援体
制を整えている．今後は，本構想を継続的に実践することで，
メリットとデメリットを含めた検証を行うと同時に，得られた
多数の知見を次世代の地方創生に活かしていく．
また，第２回市民共創知研究会は長崎県対馬市で 2017年 6

月 30日から 7月 2日に開催予定である．
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